
大館市建設工事最低制限価格制度実施要綱 

 

  （趣旨） 

第１条  この要綱は、大館市が発注する建設工事（以下「工事」という。）

について、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の

１０第２項（同令第１６７条の１３において準用する場合を含む。）に規

定する最低制限価格制度を適用する場合における事務の取扱い等につい

て、必要な事項を定めるものとする。 

 

 （適用対象工事） 

第２条 この要綱は、入札に付する工事で、大館市建設工事低入札価格調

査制度実施要綱（平成２０年４月１日）に基づく低入札価格調査制度の

適用対象工事以外のものに適用する。 

２ 前項の規定にかかわらず、特別な理由により本要綱の適用対象とする

ことが適当でないと認められる場合は、本要綱の対象としないことがで

きる。 

 

 （最低制限価格） 

第３条 契約権者（大館市財務規則（平成１４年４月１日規則第２６号）

第２条第８号に規定する者をいう。以下同じ。）は、前条第１項の適用対

象工事について入札を行おうとする場合は、工事ごとに最低制限価格を

定めるものとする。 

２ 最低制限価格は、次に掲げる額の合計額とする。 

 ⑴ 直接工事費の額×９７％ 

 ⑵ 共通仮設費の額×９０％ 

 ⑶ 現場管理費相当額×９０％ 

 ⑷  一般管理費相当額×７０％ 

３ 前項の規定により最低制限価格を定めたときは、予定価格調書に最低 

制限価格及び最低制限価格に１００分の１１０を乗じて得た額を記載す 

るものとする。 

 

 （入札参加者等への周知） 

第４条 契約権者は、最低制限価格制度の円滑な運用を図るため、入札参

加者に対して、入札公告等により、次のことを周知するものとする。 

 ⑴ 最低制限価格制度の適用があること。 

 ⑵ 最低制限価格に満たない価格で入札した者は、失格となること。 

 ⑶ 落札者となるべき者がないときは、再入札を行うこと。 



 ⑷ その他必要な事項 

 

 （落札者の決定） 

第５条 入札の結果、最低制限価格に満たない価格をもって入札した者が

いた場合には、入札執行者は、当該最低制限価格に満たない価格をもっ

て入札した者を失格とし、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価

格以上の価格をもって入札した者のうち、最低の価格をもって入札した

者を落札者とする。 

 

 （不調時の措置） 

第６条 入札の結果、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上

の価格をもって入札した者がないときは、再入札の手続きを行うものと

する。この場合、原則として、先の入札に参加した者を当該再入札に参

加させることはできないものとする。 

 

 （補則） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、最低制限価格制度の実施に関し必要

な事項は、別に定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成１９年７月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２１年４月１日から施行し、同日以降に入札公告等を行

う建設工事から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２１年１２月１日から施行し、同日以降に入札公告等を

行う建設工事から適用する。 

附 則 

 この要綱は、平成２４年４月１日から施行し、同日以降に入札公告等を行

う建設工事から適用する。 

附 則 

 この要綱は、平成２５年９月１日から施行し、同日以降に入札公告等を行

う建設工事から適用する。 

 附 則 

 （施行期日） 



１ この要綱は、平成２６年１月１日から施行し、契約の始期が平成２６

年４月１日以降となる発注案件について適用する。 

 （経過措置） 

２ 平成２６年３月３１日以前の日付をもって契約を締結する発注案件に

ついては、なお従前の例による。 
附 則 

 この要綱は、平成２６年７月１日から施行し、同日以降に入札公告等を行

う建設工事から適用する。 

附 則 

 この要綱は、平成２７年４月１日から施行し、同日以降に入札公告等を行

う建設工事から適用する。 

附 則 

 この要綱は、平成３０年４月１日から施行し、同日以降に入札公告等を行

う建設工事から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、令和元年１０月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和４年４月１日から施行し、同日以降に入札公告等を行

う建設工事から適用する。 
 


